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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 37,234 42,864 42,522 88,572 92,402
経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △724 △106 △195 1,208 851

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △908 △217 △544 1,083 462

純資産額 (百万円) 3,343 4,856 5,802 5,374 5,657

総資産額 (百万円) 68,336 71,528 68,183 60,600 69,451

１株当たり純資産額 (円) 31.60 45.94 55.04 50.82 53.63
１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
中間純損失(△) 

(円) △8.58 △2.06 △5.17 10.24 4.38

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 4.9 6.8 8.5 8.9 8.1
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,180 △4,991 342 △3,738 △1,941

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 83 20 88 1,344 921

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,936 9,443 △1,544 3,199 3,824

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 7,271 6,711 4,008 2,238 5,043

従業員数 (人) 907 887 871 899 880

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 36,888 42,479 42,100 87,874 91,614
経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △753 △150 △224 1,170 778

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △923 △243 △542 1,056 437

資本金 (百万円) 5,307 5,307 5,307 5,307 5,307

発行済株式総数 (千株) 106,142 106,142 106,142 106,142 106,142

純資産額 (百万円) 3,258 4,721 5,657 5,275 5,525

総資産額 (百万円) 67,985 71,152 67,812 60,272 69,029

１株当たり純資産額 (円) 30.80 44.67 53.66 49.89 52.38
１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
中間純損失(△) 

(円) △8.73 △2.30 △5.15 9.99 4.14

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 4.8 6.6 8.3 8.8 8.0
従業員数 (人) 885 871 834 878 851



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、平成17年９

月に大末サービス㈱がテクノワークス㈱の株式を新たに取得し、同社が提出会社の関係会社となったことにより、労

働者派遣業が追加となった。ただし、重要性がないため、連結の範囲から除外している。 

  

３ 【関係会社の状況】 

前連結会計年度において非連結子会社であった大末パートナーズ㈱は、平成17年６月に社名をアメニティサポート

㈱に変更している。なお、重要性が増加したことから当中間連結会計期間より連結子会社としている。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、大末建設労働組合と称する労働組合があり、昭和54年２月３日に結成され、上部団体である

建設連合に加盟している。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
又は被所有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）     

アメニティサポー
ト㈱ 

大阪市中央区 90 建設事業等 100.0
当社グループ等からの土木建築
工事の請負業及びコンサルティ
ング業務を行っている。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 ７９１ 

不動産事業等 ３２ 

全社(共通) ４８ 

合計 ８７１ 

従業員数(人) ８３４ 



第２ 【事業の状況】 
  

(注) 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高は４２５億２２百万円（前年同期比０．８％減）と

なり、経常損失は１億９５百万円（前年同期は１億６百万円の経常損失）、中間純損失は５億４４百万円（前年同

期は２億１７百万円の中間純損失）となった。 

  

事業の種類別セグメント 

(建設事業) 

当中間連結会計期間の建設業界は、製造業を中心とする活発な投資意欲により、民間工事が堅調に推移したが、

一方、官公庁工事は、災害復旧に伴う補正予算により、下げ幅こそ縮小したものの減少基調は変らず、また、地価

の上昇によるマンション工事費圧縮要求の高まりや建設資材価格の値上がりと相俟って、依然として厳しい環境下

に終始した。 

このような厳しい環境下にあって、当社グループは、引き続き業績の黒字基調を堅持すべく、残された課題であ

る財務内容の更なる改善と復配に向け、役職員一体となって懸命に取り組んだ結果、当中間連結会計期間の受注工

事高は４４８億７５百万円（前年同期比１１．２％増）、完成工事高は４２１億９２百万円（前年同期比０．７％

減）、営業利益は２億４５百万円（前年同期比１４．４％増）となった。 

なお、受注工事高における建築と土木の構成比率は、建築工事が８５．７％、土木工事が１４．３％、発注者別

では、官公庁工事が１１．８％、民間工事が８８．２％となっている。また、完成工事高の工事別内訳は、建築工

事が９１．０％、土木工事が９．０％となっている。 

  

(不動産事業等) 

不動産事業等（不動産の売買、賃貸管理ならびに保険の代理業等）の売上高は３億２９百万円（前年同期比１

０．６％減）、営業利益は３７百万円（前年同期比１０．１％減）となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少及び未成工事支出金の増加等による資金の減少の要素が

あったものの、売上債権の減少及び未成工事受入金の増加等により、３億４２百万円の資金の増加（前年同期比５

３億３３百万円の増加）となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収等による収入により、８８百万円の資金の増加（前年同期

比６８百万円の増加）となった。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の圧縮に努めたことにより、１５億４４百万円の資金の減

少（前年同期比１０９億８７百万円の減少）となった。 

これらの結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より、１０億３４百万

円減少し、４０億８百万円となった。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める建設事業は生産実績を定義することが困難であり、建設事業に

おいては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。 

また、当連結企業集団においては建設事業以外では受注生産形態をとっていない。 

よって受注及び販売の状況については可能な限り「業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績に関

連付けて記載している。 

  

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を含

む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 

  

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間についてみ

ても次のように変動している。 

  

  

期  別 工事別 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注
工事高 
(百万円) 

計
(百万円) 

期中完成
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 

期中 
施工高 
(百万円) 手持工事高

(百万円) 

うち施工高 

比率
（％） 

金額 
（百万円） 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

建築工事 90,143 37,450 127,594 38,096 89,498 7.7 6,849 39,521

土木工事 7,618 2,893 10,511 4,383 6,127 11.1 678 4,495

計 97,762 40,343 138,106 42,479 95,626 7.9 7,528 44,017

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

建築工事 83,495 38,417 121,912 38,304 83,608 9.2 7,701 40,200

土木工事 6,341 6,429 12,771 3,796 8,975 10.8 970 4,420

計 89,837 44,847 134,684 42,100 92,584 9.4 8,671 44,621

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

建築工事 90,143 74,604 164,748 81,253 83,495 7.0 5,805 81,634

土木工事 7,618 9,084 16,702 10,360 6,341 5.5 345 10,140

計 97,762 83,689 181,451 91,614 89,837 6.8 6,150 91,774

期  別 

受注工事高 完成工事高 

１年通期(A)
(百万円) 

上半期(B) 
(百万円) 

(B)/(A)
(％) 

１年通期(C)
(百万円) 

上半期(D) 
(百万円) 

(D)/(C) 
(％) 

第57期 91,268 44,128 48.3 90,348 36,326 40.2

第58期 93,587 44,671 47.7 87,874 36,888 42.0

第59期 83,689 40,343 48.2 91,614 42,479 46.4

第60期 ― 44,847 ― ― 42,100 ―



(3) 完成工事高 

  

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

  前中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

  当中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。 

  前中間会計期間 

  当中間会計期間 

  

(4) 手持工事高(平成17年９月30日現在) 

  

(注) 手持工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

  

期  別 区  分 
官公庁
(百万円) 

民間
(百万円) 

計 
(百万円) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

建 築 工 事 2,195 35,901 38,096

土 木 工 事 2,622 1,760 4,383

計 4,818 37,661 42,479

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

建 築 工 事 1,704 36,599 38,304

土 木 工 事 2,514 1,281 3,796

計 4,219 37,881 42,100

三井不動産株式会社 （仮称）武蔵野市中町２丁目計画新築工事

東洋ビルマネジメント株式会社 新堀留ビルリニューアル工事

日本道路公団 東海北陸自動車道美濃関ジャンクションランプ橋（下部工）工事 
青山町 青山町立青山小学校校舎建築工事

株式会社大京 ライオンズスクエア鶴見緑地新築工事

株式会社大京 ライオンズマンション和光白子新築工事

日本道路公団 第二東名高速道路入野高架橋（下部工）上り線工事 
大阪府 一級河川 寝屋川宝町調節池築造工事（取水施設工） 
株式会社大京・藤和不動産株式会社 三国駅前プロジェクト新築工事

国立大学法人九州大学 九州大学（元岡）実験施設等Ⅰ新営工事

株式会社大京 16,740百万円 39.4％

藤和不動産株式会社 5,338百万円 12.6％

株式会社大京 10,649百万円 25.3％

藤和不動産株式会社 6,426百万円 15.3％

区  分 
官公庁 
(百万円) 

民間
(百万円) 

計 
(百万円) 

  建 築 工 事 2,052 81,556 83,608

  土 木 工 事 6,774 2,201 8,975

計 8,826 83,757 92,584

大阪府 
大阪府立南大阪高等職業技術専門校新築工事
（第１工区） 

平成18年１月完成予定

株式会社大京 ザ・ライオンズ池田新築工事（１期工事） 平成18年３月完成予定

藤和不動産株式会社 リーデンススクエア津田くにみ坂新築工事 平成18年３月完成予定

株式会社ダイゾー 福崎３丁目配送センター新築工事 平成17年11月完成予定

日本道路公団 尾道自動車道川尻工事 平成19年８月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はな

い。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、多様な社会ニーズに技術面から対応すべく、高強度材料や住空間環境関連技術の研究開発とともに、同業

他社との共同研究開発にも積極的に取り組んでいる。 

当中間連結会計期間における研究開発費は１９百万円（消費税等抜き）であった。また、当社の研究開発体制及び

当中間連結会計期間の主な研究開発の成果は次のとおりである。 

(建設事業) 

(1) 当社独自の研究・開発 

  ① 住空間環境関連技術による改良・改善 

・外断熱工法によるマンション建設において、乾式工法の施工実績を踏まえ湿式工法、打込工法の取組を進め

るとともに、引き続き外壁仕上げ材の耐久性能実験等を行い、室内住環境の快適性と省エネ効果を追求する

研究を進めている。 

・より快適な室内住環境を目指すべく、室内化学物質濃度の極小化を図り、健康に配慮した建材検索システム

の構築を進めている。 

  ② 超高層マンション施工技術と工業化工法の採用による中高層マンション施工技術の改善 

・高強度材料を使用した超高層鉄筋コンクリート建物の施工技術を中高層マンション建設に活用・展開すると

ともに、設計段階から複合工法・工業化工法を採り込むことにより、品質と生産性の向上を図る改善を進め

ている。 

③ 環境に配慮した建設発生土への取組 

・建設発生土を有効利用するための良質化技術の研究に取り組んでいる。 

  ④ 品質および生産性向上に向けた研究 

・ＰＤＡ（携帯電子端末）を活用した建物の品質検査システムを、施工段階毎に適用する研究を進めている。 

  ⑤ ゼロエミッションの推進による環境保全の研究 

・副産物管理プログラムを活用し、廃棄物の総発生量抑制とリサイクルの研究に取り組んでいる。 

  

(2) 同業他社との共同研究 

  ① 建築物のＬＣＣ（ライフサイクルコスト）算定システムの開発 

・建物の長期的な経済性を検討するツールとしての「建築物の長期修繕計画システム」と「建築物のＬＣＣ算

定システム」の試行を進め、両システムの精度向上とともに、設備関連とリニューアルに対応したシステム

の改良を行っている。 

  ② 各種セメントを用いたコンクリートの湿潤養生方法に関する研究 

・コンクリートのひび割れ抑制のため、セメントの種類別に合理的な湿潤養生方法を技術的に解明すること

で、コンクリートの品質向上と作業所の生産性を高める研究を進めている。 

  ③ 既存ＲＣ（鉄筋コンクリート）梁に貫通孔を設ける場合の補強方法の研究 

・既存ＲＣ梁に貫通孔を設ける場合について、耐震性を損なわない補強方法の研究を進めている。 

  

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。 

  

(不動産事業等) 

研究開発活動は特段行われていない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(国内子会社) 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

(提出会社) 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(建設事業) 

特記事項なし。 

(不動産事業等) 

特記事項なし。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種  類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 222,467,750

計 222,467,750

種  類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内  容 

普通株式 106,142,250 106,142,250
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

― 

計 106,142,250 106,142,250 ― ― 

年 月 日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 106,142,250 ― 5,307,112 ― 572,200



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式122,000株(議決権122個)が含まれている。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式915株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番20号 15,033 14.16

株式会社大京 東京都渋谷区千駄ヶ谷４丁目24番13号 5,766 5.43

東洋エステート株式会社 東京都港区虎ノ門１丁目13番３号 4,420 4.16

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１番88号 4,270 4.02

三信株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目６番１号 3,900 3.67

株式会社リクルートコスモス 東京都港区海岸３丁目９番15号 3,900 3.67

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 3,876 3.65

大末建設従業員持株会 大阪市中央区南船場２丁目２番11号 3,574 3.37

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 3,256 3.07

大末建設株式会社大親会持株会 大阪市中央区南船場２丁目２番11号 2,327 2.19

計 ― 50,324 47.41

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

701,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

101,370,000 
101,370 ― 

単元未満株式 
普通株式 

4,071,250 
― ― 

発行済株式総数 106,142,250 ― ― 

総株主の議決権 ― 101,370 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) このほか、株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式4,000株(議決権4個)がある。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

(1) 新任役員 

該当事項なし。 

(2) 退任役員 

該当事項なし。 

(3) 役職の異動 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
大末建設株式会社 

大阪市中央区南船場 
二丁目２番11号 

701,000 ― 701,000 0.66

計 ― 701,000 ― 701,000 0.66

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 140 130 124 122 127 149

最低(円) 117 110 113 112 111 120

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 
執行役員 

技術本部長兼
技術開発部長
兼安全管理部
担当 

取締役 
執行役員 

技術本部長兼
安全管理部担
当 

辻村  建 平成17年9月1日 

取締役 
専務執行役員 

経営企画部・
情報システム
部・広報室・
調達統括部担
当 

取締役 
専務執行役員 

経営企画部・
情報システム
部・広報室担
当 

竪山 雅昭 平成17年10月1日 



第５ 【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）に準じて記載している。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計

期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金預金 ※２  6,711 4,008   5,043 

受取手形・完成工事 
未収入金等 ※２  46,745 45,273   47,700 

未成工事支出金    7,693 8,306   6,283 

その他たな卸資産    1,066 1,066   1,066 

その他 ※２  1,506 1,029   2,123 

 貸倒引当金    △32 △9   △32 

流動資産合計    63,690 89.0 59,676 87.5   62,183 89.5

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 ※１  4,213 4,156   4,170 

無形固定資産    63 53   57 

投資その他の資産          

 破産債権、再生 
 債権、更生債権 
 その他これらに 
 準ずる債権 

  4   ― ―   

 その他 ※２ 3,667   4,594 3,101   

 貸倒引当金   △111 3,560 △296 4,297 △62 3,039 

固定資産合計    7,837 11.0 8,507 12.5   7,267 10.5

資産合計    71,528 100.0 68,183 100.0   69,451 100.0

            



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形・ 
工事未払金等    27,852 26,447   28,683 

短期借入金 ※２  32,828 25,718   27,183 

未払法人税等    55 44   101 

未成工事受入金    3,289 6,394   4,088 

完成工事補償引当金    81 59   134 

賞与引当金    199 134   191 

受注工事損失引当金    － 50   － 

その他    804 1,195   1,583 

流動負債合計    65,111 91.0 60,043 88.1   61,967 89.2

Ⅱ 固定負債          

長期借入金 ※２  102 78   151 

繰延税金負債    212 809   333 

退職給付引当金    1,214 1,425   1,318 

その他    32 22   23 

固定負債合計    1,561 2.2 2,336 3.4   1,826 2.7

負債合計    66,672 93.2 62,380 91.5   63,794 91.9

(少数株主持分)          

少数株主持分    － － － －   － －

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    5,307 7.4 5,307 7.8   5,307 7.6

Ⅱ 資本剰余金    572 0.8 572 0.8   572 0.8

Ⅲ 利益剰余金    △1,320 △1.8 △1,185 △1.7   △640 △0.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    323 0.4 1,165 1.7   468 0.7

Ⅴ 自己株式    △26 △0.0 △56 △0.1   △50 △0.1

資本合計    4,856 6.8 5,802 8.5   5,657 8.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計    71,528 100.0 68,183 100.0   69,451 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

完成工事高    42,495 42,192   91,665 

不動産事業等売上高    368 329   737 

売上高合計    42,864 100.0 42,522 100.0   92,402 100.0

Ⅱ 売上原価          

完成工事原価    40,118 40,120   86,079 

不動産事業等 
売上原価    302 272   601 

売上原価合計    40,420 94.3 40,393 95.0   86,681 93.8

売上総利益          

完成工事総利益    2,377 2,072   5,585 

不動産事業等 
売上総利益    66 57   135 

売上総利益合計    2,444 5.7 2,129 5.0   5,720 6.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,417 5.6 2,059 4.8   4,594 5.0

営業利益    26 0.1 70 0.2   1,126 1.2

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   63   52 125   

業務受託手数料   3   3 127   

受取手数料   14   － 14   

その他   52 134 0.3 30 86 0.2 85 353 0.4

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   251   312 562   

その他   16 267 0.6 39 351 0.9 65 628 0.7

経常利益    － － － －   851 0.9

経常損失    106 △0.2 195 △0.5   － －

Ⅵ 特別利益          

貸倒引当金戻入益   －   23 －   

投資有価証券売却益   －   5 112   

その他   0 0 0.0 0 29 0.1 64 176 0.2

Ⅶ 特別損失          

前期損益修正損 ※２ 0   1 1   

固定資産売却損 ※３ 0   0 0   

固定資産除却損 ※４ 1   2 3   

投資有価証券評価損   18   － 33   

その他 ※５ 56 76 0.2 357 361 0.8 446 484 0.5

税金等調整前 
当期純利益    － － － －   543 0.6

税金等調整前 
中間純損失    182 △0.4 527 △1.2   － －

法人税、住民税 
及び事業税   29   20 59   

法人税等調整額   5 34 0.1 △2 17 0.1 21 81 0.1

当期純利益    － － － －   462 0.5

中間純損失    217 △0.5 544 △1.3   － －

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   572 572   572

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  572 572   572

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,102 △640   △1,102

Ⅱ 利益剰余金増加高     

当期純利益 ― ― ― ― 462 462

Ⅲ 利益剰余金減少高     

中間純損失 217 217 544 544 ― ―

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  △1,320 △1,185   △640

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益・損失（△） 

 △182 △527 543

減価償却費  46 49 94

貸倒引当金の 
増加・減少(△)額 

 37 211 △11

退職給付引当金の 
増加・減少(△)額 

 132 107 237

賞与引当金の 
増加・減少(△)額 

 △13 △57 △20

受注工事損失引当金の 
増加・減少(△)額 

 ― 50 ―

投資有価証券評価損  18 ― 33

受取利息及び受取配当金  △73 △58 △135

支払利息  251 312 562

有形固定資産売却損・益(△)  0 0 0

有形固定資産除却損  1 2 3

売上債権の減少・増加(△)額  △5,864 2,426 △6,819

未成工事支出金の 
減少・増加(△)額 

 △1,247 △2,023 162

その他たな卸資産の 
減少・増加(△)額 

 △0 0 △0

仕入債務の増加・減少(△)額  2,611 △2,236 3,442

未成工事受入金の 
増加・減少(△)額 

 439 2,305 1,238

破産債権、再生債権、更生 
債権その他これらに準ずる 
債権の減少・増加(△)額 

 8 ― 12

預り金の増加・減少(△)額  △604 149 △283

その他  △251 △23 △436

小計  △4,689 688 △1,375

利息及び配当金の受取額  13 8 66

利息の支払額  △263 △305 △573

法人税等の支払額  △51 △48 △58

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,991 342 △1,941



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による 
支出 

 △2 △33 △4

有形固定資産の売却による 
収入 

 0 1 0

投資有価証券の取得による 
支出 

 △5 △11 △196

投資有価証券の売却による 
収入 

 0 9 433

貸付けによる支出  △5 △4 △7

貸付金の回収による収入  15 33 37

その他  17 94 657

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 20 88 921

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金 
純増加・減少(△)額 

 9,564 △1,486 3,937

長期借入れによる収入  85 57 260

長期借入金の返済による支 
出 

 △199 △109 △342

その他  △6 △6 △30

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 9,443 △1,544 3,824

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額 

 4,472 △1,112 2,804

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,238 5,043 2,238

Ⅵ 連結範囲の変更による現金 

  及び現金同等物の増加・減 

  少（△）額 

 ― 77 ―

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 6,711 4,008 5,043

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．連結の範囲に関す
る事項 

連結子会社数    １社
 連結子会社名 
  大末サービス㈱ 
  

連結子会社数    ２社
 連結子会社名 
  大末サービス㈱ 
  アメニティサポート㈱ 

連結子会社数    １社
 連結子会社名 
  大末サービス㈱ 
  

    前連結会計年度において
非連結子会社であった大末
パートナーズ㈱は、平成17
年６月に社名をアメニティ
サポート㈱に変更してい
る。なお、重要性が増加し
たことから当中間連結会計
期間より連結子会社として
いる。 
  

  非連結子会社数   ２社
 非連結子会社名 
  大末パートナーズ㈱ 
  ダイスエ開発㈱ 
  

非連結子会社数   ２社
 非連結子会社名 
  ダイスエ開発㈱ 
  テクノワークス㈱ 
  

非連結子会社数   ２社
 非連結子会社名 
  大末パートナーズ㈱ 
  ダイスエ開発㈱ 
  

   非連結子会社２社は、い
ずれも小規模会社であり、
合計の総資産、売上高、中
間純損益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分に見
合う額)等は、いずれも中
間連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないため、
連結の範囲から除外してい
る。 
  

従来からの非連結子会社
であるダイスエ開発㈱及び
平成17年９月に大末サービ
ス㈱が新たに株式を取得し
子会社となったテクノワー
クス㈱は、いずれも小規模
会社であり、合計の総資
産、売上高、中間純損益
（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも中間連
結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結
の範囲から除外している。 
  

非連結子会社２社は、い
ずれも小規模会社であり、
合計の総資産、売上高、当
期純損益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分に見
合う額)等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結
の範囲から除外している。 
  

２．持分法の適用に関
する事項 

 該当事項なし。 
  
  

同左 同左 

３．連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項 

 連結子会社である大末サ
ービス㈱の中間決算日は８
月31日である。中間連結財
務諸表の作成に当たっては
同中間決算日現在の中間財
務諸表を使用している。た
だし、９月１日から中間連
結決算日９月30日までの期
間に発生した重要な取引に
ついては連結上必要な調整
を行っている。 
  

連結子会社の中間決算日
は、すべて連結財務諸表提
出会社と同じである。 

連結子会社である大末サ
ービス㈱は、当連結会計年
度において決算期を２月28
日から３月31日に変更した
ことにより、当連結会計年
度における会計期間は平成
16年３月１日から平成17年
３月31日までの13ヶ月間と
なっている。 
  

４．会計処理基準に関
する事項 

  

 (1) 重要な資産の評
価基準及び評価
方法 

有価証券
 その他有価証券 
 時価のあるもの 
  中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定している) 
  

有価証券
 その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 

有価証券
 その他有価証券 
 時価のあるもの 
  連結決算日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定し
ている) 
  

   時価のないもの 
  移動平均法による原価
法 

時価のないもの
同左 

時価のないもの 
同左 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  たな卸資産 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 販売用不動産 

  個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

  先入先出法による原価

法 

  

たな卸資産 

 未成工事支出金 

同左 

 販売用不動産 

同左 

 材料貯蔵品 

同左 

たな卸資産 

 未成工事支出金 

同左 

 販売用不動産 

同左 

 材料貯蔵品 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

 定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては、定額法によってい

る。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。 

  

建物・構築物 ５年～50年

機械・車両運
搬具・工具器
具備品 

２年～20年

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってい

る。 

  

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。 

  

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間連結会計期

間の負担額を計上してい

る。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の

負担額を計上している。 

  



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、前連

結会計年度末引当金の当中

間連結会計期間末残高に、

当中間連結会計期間完成工

事高に対する将来の見積補

償額を加算する方法によっ

ている。 

  

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

 引渡の終了した工事に対

する瑕疵担保及びアフター

サービス費に充てるため、

完 成 工 事 高 の 概 ね

1.5/1,000 を 計上してい

る。 

  

  受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末において見込

まれる未引渡工事の損失発

生見込額を計上している。 

 なお、当中間連結会計期

間末においては、損失の発

生が見込まれる未引渡工事

がないため、計上していな

い。 

  

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末において見込

まれる未引渡工事の損失発

生見込額を計上している。 

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当連結会

計年度末において見込まれ

る未引渡工事の損失発生見

込額を計上している。 

 なお、当連結会計年度末

においては、損失の発生が

見込まれる未引渡工事がな

いため、計上していない。 

  退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当中間連結会計期間末
において発生していると認
められる額を計上してい
る。 
 会計基準変更時差異
(2,745百万円)について
は、15年による均等額を費
用処理している。 
 数理計算上の差異につい
ては、発生の翌連結会計年
度から、過去勤務債務につ
いては、発生の当連結会計
年度から、それぞれ平均残
存勤務期間以内の一定の年
数である10年で定額法によ
り費用処理することとして
いる。 
  

退職給付引当金 
同左 

退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき
計上している。 
 会計基準変更時差異
(2,745百万円)について
は、15年による均等額を費
用処理している。 
 数理計算上の差異につい
ては、発生の翌連結会計年
度から、過去勤務債務につ
いては、発生の当連結会計
年度から、それぞれ平均残
存勤務期間以内の一定の年
数である10年で定額法によ
り費用処理することとして
いる。 

 (4) 完成工事高の計

上基準 

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期(工期12か月超)の

工事については、工事進行

基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,868百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

31,272百万円である。 

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期(工期12か月超)の

工事については、工事進行

基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,490百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

31,102百万円である。 

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期(工期12か月超)の

工事については、工事進行

基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、70,107百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

65,700百万円である。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (5) 重要なリース取

引の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

  

同左 同左 

 (6) 重要なヘッジ会

計の方法 

 当社グループは、デリバ

ティブ取引を行っていない

ので、該当事項はない。 

  

同左 同左 

 (7) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための重要な

事項 

１ 消費税等の会計処理 

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方

式によっている。 

  

  

１ 消費税等の会計処理 

同左 

１ 消費税等の会計処理 

同左 

  ２    ――― ２ 連結納税制度の適用 

  当中間連結会計期間か

ら連結納税制度を適用し

ている。 

  

２    ――― 

５．中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動についてリスクのない定

期預金等としている。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついてリスクのない定期預

金等としている。 



 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

 追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。

これによる損益に与える影響はな

い。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が26百万円増加し、営業利益が26百

万円減少し、経常損失及び税金等調

整前中間純損失が26百万円増加して

いる。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が52百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

52百万円減少している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

1,466百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,460百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,470百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

      

※２ 下記の資産は、長期借入金

102 百万円及び短期借入金

32,627百万円(一年以内返済予

定の長期借入金227百万円を含

む)の担保に供している。 

 なお、有価証券のうち4百万

円及び投資有価証券のうち29百

万円は、営業保証金として差し

入れている。 

※２ 下記の資産は、長期借入金78

百万円及び短期借入金25,631百

万円(一年以内返済予定の長期

借入金231百万円を含む)の担保

に供している。 

 なお、有価証券のうち4百万

円及び投資有価証券のうち29百

万円は、営業保証金として差し

入れている。 

※２ 下記の資産は、長期借入金

151百万円、短期借入金27,110

百万円(一年以内返済予定の長

期借入金210百万円を含む)の担

保に供している。 

 なお、投資有価証券のうち34

百万円は、営業保証金として差

し入れている。 

   預金 4,119百万円

   受取手形 12,281 

   有価証券 4 

   投資有価証券 354 

   事業保険金 203 

計 16,962 

   受取手形 14,401百万円

   有価証券 4 

   投資有価証券 636 

   事業保険金 203 

計 

  

15,245 

  

   預金 2,000百万円

   受取手形 25,401 

   有価証券 4 

   投資有価証券 378 

   事業保険金 203 

計 27,987 

      

３ 保証債務 

   連結会社以外の会社が顧客か

らの前受金について、信用保証

会社等から保証を受けており、

この前受金保証について連結会

社が信用保証会社等に対して保

証を行っている。 

３ 保証債務 

   連結会社以外の会社が顧客か

らの前受金について、信用保証

会社等から保証を受けており、

この前受金保証について連結会

社が信用保証会社等に対して保

証を行っている。 

３ 保証債務 

   連結会社以外の会社が顧客か

らの前受金について、信用保証

会社等から保証を受けており、

この前受金保証について連結会

社が信用保証会社等に対して保

証を行っている。 

 (うち 共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 

―百万円)

  保証額 

 ㈱大京他９社 2,319百万円

 (うち 共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 

―百万円)

  保証額 

 ㈱大京他11社 3,683百万円

 (うち 共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 

―百万円)

  保証額 

 ㈱大京他８社 2,849百万円

      

４ 受取手形割引高 799百万円 ４ 受取手形割引高 3,199百万円 ４ 受取手形割引高 2,944百万円

      

５ 貸出参加取引 

   提出会社は、平成12年９月に

工事等に係る債権の流動化を目

的とした参加取引を実施してい

る。 

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、16,782百万円である。 

５ 貸出参加取引 

   提出会社は、平成12年９月及

び平成17年３月に工事等に係る

債権の流動化を目的とした参加

取引を実施している。 

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、8,495百万円である。 

５ 貸出参加取引 

   提出会社は、平成12年９月及

び平成17年３月に工事等に係る

債権の流動化を目的とした参加

取引を実施している。 

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、18,829百万円である。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。 

従業員給料手当 852百万円

賞与引当金繰入額 58 

退職給付費用 193 

地代家賃 368 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。 

従業員給料手当 767百万円

賞与引当金繰入額 36 

退職給付費用 174 

地代家賃 258 

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。 

従業員給料手当 1,757百万円

賞与引当金繰入額 55 

退職給付費用 376 

地代家賃 681 

      

※２ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりである。 

過年度完成工事高 

修正 
0百万円

過年度不動産事業

等売上原価修正 
0 

その他 0 

計 0 

※２ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりである。 

過年度完成工事高

修正 
0百万円

過年度不動産事業

等売上高修正 
0 

過年度不動産事業

等売上原価修正 
0 

その他 0 

計 1 

※２ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりである。 

過年度不動産事業 

等売上高修正 
0百万円

過年度不動産事業 

等売上原価修正 
0 

その他 0 

計 1 

      

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。 

工具器具備品 0百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。 

機械 0百万円

車両運搬具 0 

工具器具備品 0 

その他 0 

計 0 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。 

工具器具備品 0百万円

      

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。 

建物 0百万円

構築物 0 

車両運搬具 0 

工具器具備品 0 

計 1 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。 

機械 1百万円

工具器具備品 0 

計 2 

    

    

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。 

建物 0百万円

構築物 0 

車両運搬具 0 

工具器具備品 2 

計 3 

      

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。 

貸倒引当金繰入額 45百万円

ゴルフ会員権評価 

損 
10 

その他 1 

計 56 

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。 

ゴルフ会員権評価

損 
13百万円

貸倒引当金繰入額 235 

過年度先行支出金

償却 
40 

過年度完成工事補

修費 
47 

従業員特別退職金 18 

その他 3 

計 357 

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。 

投資有価証券売却

損 
1百万円

ゴルフ会員権評価

損 
19 

過年度完成工事補 

修費 
89 

工事契約変更損失 310 

従業員特別退職金 24 

その他 1 

計 446 

      

６ 当社グループの売上高は、通常

の営業の形態として、上半期に比

べ下半期に完成する工事の割合が

大きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との

間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

る。 

６      同左 ６      ――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金預金勘定 6,711百万円

現金及び現金同等物 6,711 

現金預金勘定 4,008百万円

現金及び現金同等物 4,008 

現金預金勘定 5,043百万円

現金及び現金同等物 5,043 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 67 44 22

工具器具 
備品 501 239 262

合計 569 283 285

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 47 33 13

工具器具 
備品 438 218 219

合計 485 252 233

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両
運搬具 71 52 18 

工具器具
備品 529 287 242 

合計 600 339 261 

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 99百万円

１年超 185 

合計 285 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 100百万円

１年超 132 

合計 233 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 99百万円

１年超 161 

合計 261 

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってい

る。 

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法によっている。 

      

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 56百万円

減価償却費 
相当額 

56百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 51百万円

減価償却費
相当額 

51百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 112百万円

減価償却費
相当額 

112百万円

      

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

  

――― 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略している。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

――― 



(有価証券関係) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（注１） 店頭売買株式を除く 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 663 1,202 539 704 2,668 1,964 688 1,477 789

(2) 債券         

  国債・地方債等 33 34 0 33 34 0 33 34 0

  社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

  その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 697 1,236 539 738 2,702 1,964 722 1,512 790

種 類 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他有価証券 
 非上場株式 

（注１）      551 377       380

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(注２) その他有価証券について減

損処理を行い、投資有価証券

評価損18百万円（時価のある

株式11百万円、非上場株式7

百万円）を計上している。 

――― (注２) その他有価証券について減

損処理を行い、投資有価証

券評価損33百万円（非上場

株式33百万円）を計上して

いる。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ない。 

同左 同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

42,495 368 42,864 ― 42,864

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 54 54 (54) ―

計 42,495 423 42,918 (54) 42,864

営業費用 42,281 381 42,663 174 42,837

営業利益 214 41 255 (228) 26

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

42,192 329 42,522 ― 42,522

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 89 89 (89) ―

計 42,192 419 42,611 (89) 42,522

営業費用 41,947 382 42,329 122 42,452

営業利益 245 37 282 (212) 70



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

(2) 各区分に属する主要な事業の内容 

  建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

  不動産事業等：不動産の売買及び賃貸、保険の代理業他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間228百万円、当中間連結

会計期間210百万円、前連結会計年度419百万円であり、その主なものは、提出会社本社の経営企画部等管理部門に係る費

用である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

  
建設事業 
(百万円) 

不動産事業等
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

91,665 737 92,402 ― 92,402

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7 112 119 (119) ―

計 91,672 849 92,521 (119) 92,402

営業費用 90,190 786 90,977 298 91,275

営業利益 1,481 63 1,544 (418) 1,126



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 45.94円 １株当たり純資産額 55.04円 １株当たり純資産額 53.63円

１株当たり中間純損失 2.06円 １株当たり中間純損失 5.17円 １株当たり当期純利益 4.38円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益又は 
中間純損失(△) 
(百万円) 

△217 △544 462

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― ―

普通株式に係る 
当期純利益又は中間 
純損失(△)(百万円) 

△217 △544 462

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

105,722 105,467 105,653



(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金預金 ※２ 6,549   3,829 4,886   

受取手形 ※２ 14,050   15,468 25,668   

完成工事未収入金   32,638   29,753 21,988   

未成工事支出金等   7,693   8,308 6,225   

販売用不動産   1,058   1,058 1,058   

短期貸付金   271   242 269   

その他   1,225   789 1,838   

 貸倒引当金   △31   △8 △32   

流動資産合計    63,455 89.2 59,442 87.7   61,903 89.7

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産          

 土地   2,674   2,674 2,674   

 その他 ※１ 1,297   1,246 1,260   

有形固定資産計   3,972   3,920 3,935   

無形固定資産   59   49 54   

投資その他の資産          

 長期貸付金   58   39 40   

 破産債権、再生 
 債権、更生債権 
 その他これらに 
 準ずる債権 

  4   － －   

 その他 ※２ 3,713   4,658 3,157   

  貸倒引当金   △111   △296 △62   

投資その他の資産計   3,664   4,400 3,136   

固定資産合計    7,696 10.8 8,370 12.3   7,125 10.3

資産合計    71,152 100.0 67,812 100.0   69,029 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形   12,626   11,650 13,037   

工事未払金   15,181   14,768 15,585   

短期借入金 ※２ 32,748   25,631 27,110   

未払法人税等   43   39 86   

未成工事受入金   3,276   6,394 4,053   

完成工事補償引当金   81   59 134   

賞与引当金   197   132 189   

受注工事損失引当金   －   50 －   

その他   772   1,163 1,549   

流動負債合計    64,927 91.3 59,889 88.3   61,746 89.5

Ⅱ 固定負債          

長期借入金 ※２ 102   78 151   

繰延税金負債   212   780 313   

退職給付引当金   1,184   1,401 1,287   

その他   4   4 4   

固定負債合計    1,503 2.1 2,265 3.4   1,756 2.5

負債合計    66,430 93.4 62,154 91.7   63,503 92.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    5,307 7.4 5,307 7.8   5,307 7.7

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   572   572 572   

資本剰余金合計    572 0.8 572 0.8   572 0.8

Ⅲ 利益剰余金          

中間(当期)未処理 
損失   1,440   1,303 760   

利益剰余金合計    △1,440 △2.0 △1,303 △1.9   △760 △1.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    309 0.4 1,138 1.7   457 0.7

Ⅴ 自己株式    △26 △0.0 △56 △0.1   △50 △0.1

資本合計    4,721 6.6 5,657 8.3   5,525 8.0

負債資本合計    71,152 100.0 67,812 100.0   69,029 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

完成工事高   42,479 42,479 100.0 42,100 42,100 100.0 91,614 91,614 100.0

Ⅱ 売上原価          

完成工事原価   40,106 40,106 94.4 40,042 40,042 95.1 86,031 86,031 93.9

売上総利益          

完成工事総利益   2,373 2,373 5.6 2,057 2,057 4.9 5,582 5,582 6.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    2,382 5.6 2,012 4.8   4,510 4.9

営業利益    ― ― 45 0.1   1,072 1.2

営業損失    9 △0.0 ― ―   ― ―

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   63   52 125   

業務受託手数料   3   3 127   

その他   78 145 0.3 45 101 0.3 119 373 0.3

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   250   311 560   

その他   36 286 0.7 58 370 0.9 107 667 0.7

経常利益    ― ― ― ―   778 0.8

経常損失    150 △0.4 224 △0.5   ― ―

Ⅵ 特別利益          

投資有価証券売却益   ―   5 112   

貸倒引当金戻入益   ―   23 ―   

その他   ― ― ― ― 28 0.0 64 176 0.2

Ⅶ 特別損失          

投資有価証券評価損   18   ― 33   

その他 ※１ 57 76 0.1 343 343 0.8 449 483 0.5

税引前当期純利益    ― ― ― ―   471 0.5

税引前中間純損失    226 △0.5 538 △1.3   ― ―

法人税、住民税 
及び事業税    17 0.1 4 0.0   34 0.0

当期純利益    ― ― ― ―   437 0.5

中間純損失    243 △0.6 542 △1.3   ― ―

前期繰越損失    1,197 760   1,197 

中間(当期)未処理 
損失    1,440 1,303   760 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

 子会社株式 

  移動平均法による原価

法 

  

有価証券 

 子会社株式 

同左 

有価証券 

 子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法により

算定している) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

  

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  時価のないもの 

同左 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処

理し、売却原価は

移動平均法により

算定している) 

  時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

①未成工事支出金 

  個別法による原価法 

②販売用不動産 

  個別法による原価法 

  

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②販売用不動産 

同左 

  

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②販売用不動産 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては、定額法によってい

る。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。 

建物・構築物 ５年～50年

機械・車両運
搬具・工具器
具備品 

２年～20年

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法によってい

る。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 
  

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間の

負担額を計上している。 
  

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計

上している。 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、前期

末引当金の当中間期末残高

に、当中間期完成工事高の

1.5/1,000を加算する方法

によっている。 
  

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

 引渡の終了した工事に対

する瑕疵担保及びアフター

サービス費に充てるため、

完 成 工 事 高 の 概 ね

1.5/1,000 を 計上してい

る。 

  受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間期

末において見込まれる未引

渡工事の損失発生見込額を

計上している。 

 なお、当中間期末におい

ては、損失の発生が見込ま

れる未引渡工事がないた

め、計上していない。 
  

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間期

末において見込まれる未引

渡工事の損失発生見込額を

計上している。 

  

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当期末に

おいて見込まれる未引渡工

事の損失発生見込額を計上

している。 

 なお、当期末において

は、損失の発生が見込まれ

る未引渡工事がないため、

計上していない。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

している。 

 会計基準変更時差異

(2,721百万円)について

は、15年による均等額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌期から、過

去勤務債務については、発

生の当期から、それぞれ平

均残存勤務期間以内の一定

の年数である10年で定額法

により費用処理することと

している。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上してい

る。 

 会計基準変更時差異

(2,721百万円)について

は、15年による均等額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌期から、過

去勤務債務については、発

生の当期から、それぞれ平

均残存勤務期間以内の一定

の年数である10年で定額法

により費用処理することと

している。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４．完成工事高の計上

基準 

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期(工期12か月超)の

工事については、工事進行

基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,868百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

31,272百万円である。 

  

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期(工期12か月超)の

工事については、工事進行

基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,490百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

31,102百万円である。 

  

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期(工期12か月超)の

工事については、工事進行

基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、70,107百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

65,700百万円である。 

  

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

  

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法  当社は、デリバティブ取

引を行っていないので、該

当事項はない。 

  

同左 同左 

７．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる事項 

１ 消費税等の会計処理 

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方

式によっている。 

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺

のうえ流動負債の「そ

の他」に含めて表示し

ている。 

  

１ 消費税等の会計処理 

同左 

１ 消費税等の会計処理 

 消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっている。 

  ２    ――― ２ 連結納税制度の適用 

  当中間会計期間から連

結納税制度を適用して

いる。 

２    ――― 



 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

 追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

による損益に与える影響はない。 

――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が26百万円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失が26百万

円増加している。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が52百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が52百万

円減少している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,113百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,091百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、1,112百万円である。 

      

※２ 下記の資産は長期借入金102

百万円及び短期借入金32,627百

万円(一年以内返済予定の長期

借入金227百万円を含む)の担保

に供している。 

   なお、投資有価証券のうち29

百万円は、営業保証金として差

し入れている。 

※２ 下記の資産は長期借入金78百

万円及び短期借入金25,631百万

円(一年以内返済予定の長期借

入金231百万円を含む)の担保に

供している。 

   なお、投資有価証券のうち29

百万円は、営業保証金として差

し入れている。 

※２ 下記の資産は長期借入金151

百万円及び短期借入金27,110百

万円(一年以内返済予定の長期

借入金210百万円を含む)の担保

に供している。 

   なお、投資有価証券のうち29

百万円は、営業保証金として差

し入れている。 

   預金 4,119百万円

   受取手形 12,281 

   投資有価証券 354 

   事業保険金 203 

計 16,958 

   受取手形 14,401百万円

   投資有価証券 636 

   事業保険金 203 

計 

  

15,240 

  

   預金 2,000百万円

   受取手形 25,401 

   投資有価証券 378 

   事業保険金 203 

計 27,983 

      

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

   下記の会社が顧客からの前受

金について、信用保証会社等か

ら保証を受けており、この前受

金保証について当社が信用保証

会社等に対して保証を行ってい

る。 

   下記の会社が顧客からの前受

金について、信用保証会社等か

ら保証を受けており、この前受

金保証について当社が信用保証

会社等に対して保証を行ってい

る。 

   下記の会社が顧客からの前受

金について、信用保証会社等か

ら保証を受けており、この前受

金保証について当社が信用保証

会社等に対して保証を行ってい

る。 

 (うち 共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 

―百万円)

  保証額 

 ㈱大京他９社 2,319百万円

 (うち 共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 

―百万円)

  保証額 

 ㈱大京他11社 3,683百万円

 (うち 共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 

―百万円)

  保証額 

 ㈱大京他８社 2,849百万円

      

４ 受取手形割引高 799百万円 ４ 受取手形割引高 3,199百万円 ４ 受取手形割引高 2,944百万円

      

５ 貸出参加取引 

   平成12年９月に工事等に係る

債権の流動化を目的とした参加

取引を実施している。 

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、16,782百万円である。 

５ 貸出参加取引 

   平成12年９月及び平成17年３

月に工事等に係る債権の流動化

を目的とした参加取引を実施し

ている。 

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、8,495百万円である。 

５ 貸出参加取引 

   平成12年９月及び平成17年３

月に工事等に係る債権の流動化

を目的とした参加取引を実施し

ている。 

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、18,829百万円である。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。 

前期損益修正損 0百万円

固定資産売却損 0 

(工具器具備品 0) 

固定資産除却損 1 

(建物 0 構築物 0 車両 
運搬具 0 工具器具備品 0 ) 

貸倒引当金繰入額 45 

ゴルフ会員権評価 
損 

10 

その他 1 

計 57 

※１ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。 

前期損益修正損 0百万円

固定資産売却損 0 

(機械 0 車両運搬具 0 

工具器具備品 0 その他 0) 

固定資産除却損 2 

(機械 1 工具器具備品 0)

貸倒引当金繰入額 235 

過年度先行支出金
償却 

40

過年度完成工事補

修費 
47 

従業員特別退職金 18 

計 343 

※１ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。 

前期損益修正損 0百万円

固定資産売却損 0 

(工具器具備品 0 ) 

固定資産除却損 2 

(建物 0 構築物 0 車両 

運搬具 0 工具器具備品 1) 

投資有価証券売却

損 
1 

ゴルフ会員権評価
損 

19 

過年度完成工事補
修費 

89 

工事契約変更損失 310 

従業員特別退職金 24 

その他 1 

計 449 

      

２ 当社の売上高は、通常の営業形

態として、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に著

しい相違がある。当中間期末に至

る一年間の売上高は次のとおりで

ある。 

前事業年度下半期 50,986百万円

当中間期 42,479 

計 93,466 

２      同左 

  

  

  

  

  

前事業年度下半期 49,134百万円

当中間期 42,100 

計 91,234 

２      ――― 

  

      

３ 減価償却実施額 

  有形固定資産 36百万円

  無形固定資産 5 

３ 減価償却実施額 

  有形固定資産 33百万円

  無形固定資産 4 

３ 減価償却実施額 

  有形固定資産 72百万円

  無形固定資産 10 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 65 43 22

工具器具 
備品 498 236 262

合計 564 279 284

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 48 33 14

工具器具 
備品 438 218 219

合計 486 252 234

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両
運搬具 65 49 16 

工具器具
備品 526 284 242 

合計 592 333 258 

      

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 98百万円

１年超 185 

合計 284 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 100百万円

１年超 133 

合計 234 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 99百万円

１年超 159 

合計 258 

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってい

る。 

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法によっている。 

      

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 56百万円

減価償却費 
相当額 

56百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 51百万円

減価償却費
相当額 

51百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 109百万円

減価償却費
相当額 

109百万円

      

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

  

――― 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略している。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  



(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条第１項

各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

  

１ 臨時報告書 － 

企業内容等の開示に関
する内閣府令第19条第
２項第９号（代表取締
役の異動）に基づく臨
時報告書 

  平成17年５月11日提出 

            

２ 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、大末建設株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 村   聡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、大末建設株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 村   聡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大末建

設株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 村   聡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大末建

設株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 村   聡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 
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